
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

市民満足度

・国において，将来にわたって活力ある社会を維持していくことに取り組む「地方創生」が進められている中で，本市においても少子・超高齢化，人口減少社会に的確に対応するため，地域社会を担う多様な人材の確保が重要課題であることか
ら，地域の人材や資源を活用した，地域が主体となったまちづくり活動を促進することが求められている。
・市民にとって身近な場所である地域行政機関において，きめ細かなサービスの提供を行っていくとともに，住民の意見やニーズ，地域の状況を的確に捉え，地域に軸足を置いたまちづくりを推進していく必要がある。

施策を取り
巻く環境等

・市民に身近な場所である地区市民センターへの取扱業務の拡充による行政サービスの充実を図るとともに，エレ
ベーターの設置などの施設整備による環境整備を計画的に推進しており，地区市民センターや出張所などの地域
行政機関を利用しやすいと感じている市民の割合は高水準を維持している。

H29 評価

Ⅵ　持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立するために 本市の行政経営を効果的・効率的に行なうことで，行政経営基盤が強化されています。
政策の達成目標
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（基本施策名）
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・市民のライフスタイルやニーズ，価値観などが多様化している中，窓口業務の核となる職員の人材育成やまちづく
り支援職員の資質向上に取組むなど，窓口サービスの向上及びまちづくり支援機能の強化に努めていることから，
市民意識調査結果は同水準で推移しているものと考えられる。
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  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照）
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（５事業選択）
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４　今後の施策の取組方針

2,094 H19

　平成２８年度は，住民を代表する組織として設置された地域自治会議の設置
期間(１０年)が最終年度を迎え，合併市町村基本計画の執行状況や地域のま
ちづくりに関する施策について，地域自治会議の集大成として地域住民の声を
反映させた答申や提案が市に提出された。
　今後は，「地域のまちづくりに関する施策の提案」を参考にした地域ビジョン
の策定・実践など，まちづくり協議会と連携して地域まちづくりに取り組んでい
く。

地域自治会議の運営 ★
地域特性を活かした魅力あ
る地域づくりの推進

上河内地域住民
河内地域住民

平成19年度から平成28年度
までの10年間，合併市町村
基本計画の執行状況に関す
る答申や地域のまちづくりに
関する施策の提案を行う地域
自治会議を運営した。

計画どおり

　住民の意見やニーズ，地域の現状をまちづくり支援職員等が把握し，地域の
まちづくり活動を効果的に支援できるよう，職員の資質向上と支援機能の強化
に向けた検討を行う。

地域行政機関施設整備 ○★
地域行政機関施設の長寿命
化及び利便性向上

施設利用者

市民サービスや地域まちづく
りの拠点となる支所及び出張
所の施設整備（上河内地域
自治センター等）

計画どおり

　平成２８年度までに地域自治センターと生涯学習センターの合築整備が完了
したことにより，これまで以上の利用が見込まれることから，旧上河内生涯学
習センター跡地を駐車場として活用するため，平成２９年度の供用開始に向け
て，工事を進めていく。
　地区市民センターについては，エレベーターを設置するなどバリアフリー化を
推進するとともに，施設の利便性及び安全性の向上を図るため，施設の保全
を計画的に行っていく。

　市全体としてのサービス水準の更なる向上のため地域行政機関で実施する
業務について，業務本課及び地域行政機関との調整を引き続き行っていく。

地域行政機関の広聴機能・地域振興機能の強化 ○★
まちづくり支援職員の資質向
上による支援機能の充実

職員

まちづくり支援担当者全体会
議を開催し，地域住民の意
見・ニーズの把握，地域の実
情に応じた行政施策の展開
に向けた支援方策を検討

計画どおり H24

　地域行政機関における適正な窓口サービスの提供を実現するため，地域行
政機関の窓口業務に精通した職員（チューター）を継続的に養成・確保し配置
することにより，職場内での指導・育成（OJT）を強化するとともに，窓口職員の
実務研修や職場交流研修などの研修を充実させることにより窓口職員全体の
スキルを向上させる。
　また，チューターが窓口職員を指導・育成するために必要な業務知識・スキ
ルを習得できるような研修を行い，個々のチューターの能力向上をめざす。

地域行政機関の取扱業務の見直し ○★
市全体のサービス水準の向
上

市民

地域行政機関で取扱う業務
について，「市民の利便性の
向上」と「行政の業務の効率
性の確保」の両面から見直し
を実施

計画どおり H21

〈施策全般〉
◆市民に身近な場所である地域行政機関において，地域に軸足を置いたまちづくりを推進するため，市民の利便性の向上と生活に密着し
たサービスの充実や地域と行政を繋ぐ地域振興機能の向上など，地域行政機関の機能の強化を図る。
◆人口構造の変化など地区行政を取り巻く社会情勢の変化を見据えた，今後の地域行政機関のあり方について検討を進めていく。

今後の方向性
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対象者・物（誰・何に） 取組（何を）

№ 事業名
戦略Ｐ・
主要事業

※
事業の目的

事業内容 事業の
進捗状況

地域行政機関の窓口業務に
精通した専門職員（チュー
ター）の育成及び各種研修

計画どおり 116 H21

H28
事業費

（千円）
開始年度

◆人口減少・超高齢社会の到来が見込まれる中，ネットワーク型コンパクトシティ形成ビジョンに基づく「地域の拠点化」の促進
も見据え，保健福祉分野の相談機能など，各地域拠点の核となる行政機関として，地域行政機関のさらなる機能強化を検討し
ていく必要がある。
◆多様化する市民ニーズ等に対応するため，ワンストップサービスのさらなる充実や窓口担当職員の人材育成を図るなど，行
政サービスの質を向上させる必要がある。
◆地域の特性を生かした住民主体のまちづくりの推進において，地域行政機関における地域課題の把握や課題解決の支援，
地域と行政の調整機能の強化等が必要である。
◆地域行政機関の施設整備においては，既存施設のバリアフリー化や計画的な維持修繕による公有財産の有効活用を図る
必要がある。
◆地域自治会議（平成２９年３月終了）のこれまでの取組等により，新市の一体性が確保されたことから，窓口サービスの充実
や地域まちづくりの推進など全市的な地区行政の推進を図る必要がある。

方向性

〈主要事業〉
◆窓口職員人材育成システムの運営
・地域行政機関における適正な窓口サービスの提供を実現するため，窓口業務に精通した職員（チューター）を継続的に養成・確保し配置
することにより，職場内での指導・育成（ＯＪＴ）や研修を充実させ，窓口職員全体のスキルを向上させる。
◆地域行政機関の取扱業務の見直し
・市全体としてのサービス水準の更なる向上のため地域行政機関で実施する業務について，業務本課及び地域行政機関との調整を引き続
き行う。
◆地域行政機関の広聴機能・地域振興機能の強化
・住民の意見やニーズ，地域の現状をまちづくり支援職員等が把握し，地域のまちづくり活動を効果的に支援できるよう，職員の資質向上と
支援機能の強化に向けた検討を行う。
◆地域行政機関施設整備
・公有財産の有効活用を図るため，エレベーターの設置や屋根外装の改修など，施設の利便性向上や施設の長寿命化に取り組む。

〈その他個別事業〉

窓口職員人材育成システムの運営 ○★
窓口職員の資質向上による
窓口サービスの充実

職員

1,036,054 H1


